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1　はじめに

1　生命保険契約と第三者のためにする契約

第三者のためにする生命保険契約は、民法上の第三者のためにする契約の
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一種である。したがって、保険金受取人として指定を受けた者（日本保険法

42条）は、生命保険会社に対し保険金の支払いを直接に請求することが可能

であり（日本民法537条1項）、それゆえ、保険金請求権は、死亡した保険契

約者兼被保険者の相続財産に帰属することなく、保険金受取人がそれを保険

会社から直接取得すると解されている。生命保険に加入する主な目的は、死

亡後の遺族の生活を保障すること（「死後扶養」）にあるから、保険契約者兼

被保険者は、妻・子などを保険金受取人に指定し、自己の死亡後に、相続債

権者が生命保険金を取得することを防止しようとする。この防止策は、フラ

ンスにおいても同様に行われている。

　フランスでは、破設院民事部1853年12月14日判決（D．P．1854⊥368．）によ

り、生命保険契約の適法性が確認され、生命保険契約は186◎年代後半から普

　　　　　　　り
及するようになる。しかし、1930年に陸上保険契約法が制定されるまで、生

命保険契約を直接規律する法令は存在しなかった。そのため、破殼院民事部

1873年12月15日判決（D．P．1874．U13，　S．1874．1．199．）は、民法典の規定がそれ

　　　　　　　　　カ
を規律すると判示する。

　第三者のためにする契約に関する、フランス民法典の特徴は、第1に、民

法典が、原則として第三者のためにする契約を禁止していることである。す

なわち、民法典1119条（2◎16年改正前。以下、伺じ。）は、「何人も他人のた

めに約することを得ず（Alteri　stipulari　nemo　potest）」とするローマ法の原

則を踏襲し、原則として第三者のためにする契約を禁止している。

　　民法典ii19条「人は、一般に、自分自身のためにするほかは、自分の名

　　において債務を負うことも、負わせることもできない。」

　そして、この原則の例外として、同法典1121条は、次の2つの場合に限り

第三者のためにする契約を認めている。

　　民法典1121条「人は、それが自分自身のためにする約定（st呈pulation）

　　の条件または他人に対してなす贈与の条件であるときは、同様に第三者

　　のために約定することができる。この約定をなした者は、第三者がそれ
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　　第三者のためにする契約における第三者の権利取得の根拠（1）
論説
　　一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

　　につき利益を受ける意思を表明した場合には、その約定を撤回すること

　　ができない。」

　また、同法典1165条は、1121条の場合に限り契約の効力が第三者に及ぶこ

とを、次のように規定する。

　　民法典1165条「約定は、契約当事者の間でなければ、効：果を有しない。

　　約定は、第三者をなんら害さない。約定は、1121条に定める場合のほか

　　　　　　　　　　　　　　ヨき
　　は第三者の利益とならない。」

　特徴の第2は、第三者のためにする契約を定める民法典の規定がわずかに

1ヵ条で、しかもその内容が不完全なものであることである。すなわち、こ

れを定める民法典の規定はll21条のみで、同条には、例えば、③第三者は諾

約者に対する権利を取得するか否か、②第三者の権利はいつ発生するか、な

どは定められていない。そのため、これらについては、判例法によって解決

　　　　　　　　め
しなければならない。

　第三者のためにする契約の法理は、裁￥］所が、第三者のためにする生命保

険契約を素材として、裁判官による法創造（cr6ation　pr6torienne）によっ

　　　　　　　　　ヨレ
て確立したものである。破穀院裁判官クレポン（Cr句on）は次のように述

べている。「法律が沈黙している間に、破殿院の判決は特に重要なものと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のなった。これらの判決は、法規的判決（arret　de　r6glement）のようであっ

た。それらは、生命保険契約に適用する規定を明確にし、法律を解釈してい

るとの口実の下に、実質的には法律を制定するものである。（中略）破殿院

は、生命保険契約が提起する様々な問題に解決を与え、その法的性質および

効果に関する、学説集（corps　de　doctrine）と呼ぶに値する一連の見解を表

　　の
明した」。

　2　本稿の課題

　本稿の課題は、第三者のためにする契約において、第三者（保険金受取

入）が諾約者（保険者）に対する権利を取得する法的仕組みを考察すること

である。第三者のためにする契約は、かつて、Fスフィンクス」にたとえら
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お
れ、不可思議な構造をもつと考えられており、19世紀末から20世紀初頭まで

は、これを考察する研究が活発に行われていた。本稿では、学説の展開を、

　　　　　　　　　　　か
次の3期に分けて考察する。

　第1期：1853年から1887年まで。破穀院は、上述のように、1853年12月14

日判決をもって生命保険契約の適法性を確認したが、同年から1887年までを

第1期とする。1887年を区切りとする理由は、1888年に、破毅院が第三者の

ためにする契約の有効要件（民法典1211条）の「自分自身のためにする約

定」は、精神的な利益で足りるとする、次の2件の判決を下したからであ

る。すなわち、破穀院民事部1888年1月16日判決（D．P．i888．1．77，　S．1890．1．

121．）は、第三者のためにする生命保険契約について、「生命保険契約が保

険契約者自身の利益のために約定するものでない場合には、第三者たる受益

者は民法典1121条の規定を援用することができないとの主張が、原審判決と

同様になされているが、この主張は採用することができない。／実際、保険

契約上の利益が要約者に帰属する場合もある。しかも、〔第三者のためにす

る〕契約における〔要約者〕自身の利益は、指定を受けた者に恩恵を与える

ことによって生ずる精神的な利益があれば、それで十分である。」と判示す

る（〔〕内は、引用者が補足した。以下、同じ。）。さらに、破殿院は、第

三者のためにする生命保険契約以外の事案についても同様の判断を示した。

破殿院審理部1888年4月30日判決（D．P．188＆1．291，　S．1890．1．407．）は、破産者

の友人が、破産者に対し、破産手続き終了後残債務があるときは、その債務

を保証することを約定した事案において、この約定を第三者のためにする契

約と解し、「人は、当該約定に直接かつ即時の利益を有する場合には、その

利益がたとえもっぱら精神的なもの（purement　moral）であっても、自分

自身のために約定することによって、同時に第三者のために約定することが

　　　　　　　　　　ゆ可能である。」と判示した。民法典1121条に定める有効要件は、これら2件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ままラ
の破殿院判決によって形骸化したものと解される。

　第1期の学説は、第三者のためにする生命保険契約が民法典1121条の有効

　　　　　　　　　　　　　　　　4
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要件に該当しないことを前提として、いかにして、同契約と「契約の相対的

効果の原則（民法典1165条前段）」との整合性を図るかに腐心する。

　第2期：1888年から19世紀末まで。1888年に、破穀院は、第三者のために

する生命保険契約は、第三者（保険金受取人）のために発生した権利を即時

かつ直接にその第三者に付与する旨の、8件の判決を下し、判例法理を確立

　ゆ
する。これ以後19世紀末まで、この判例法理を解明するために様々な学説が

主張される。第2期は、第三者のためにする契約の議論が最も活発になされ

た期間であり、第三者の権利取得の法的仕組みを説明する主な学説は、この

期間に発表されている。

　第3期：20世紀以降。第3期に公刊された代表的な民法および保険法の概

説書の議論を紹介する。20世紀前半は、第2期に発表された学説の評価につ

いて、活発な議論が行われたが、2◎世紀後半以降は、このテーマに関する議

　　　　　　　エリ
論は不活発である。

五　1853年から1887年までの学説

　民法典ll65条前段は「約定は、契約当事者の間でなければ効果を有Lな

い」旨を規定し「契約の相対的効果の原則」を明示するが、この原則は、

ローマ法に由来し、19世紀フランス民法学では、不可侵の「ドグマ（dogma

　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
intangible）」として絶対視されていた。そこで、学説は、第三者が権利を取

得することと契約の相対的効果の原則とをいかにして調和させるかに苦心し

工夫をこらす必要があった。これが、この時期の第三者のためにする契約の

申心的な論点である。

　ところで、上記の議論を奇異に感じる向きもおられるであろう。民法典

1165条後段は、同法典1121条に定める場合は契約の効果が第三者に及ぶ旨を

規定するからである。しかし、1121条によれば、第三者のためにする契約は

例外的な場合に限り有効であるから、第三者のためにする生命保険契約が

1165条後段の適用を受けるには、この契約が1121条に定める例外に該当する
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ことを証明する必要があった。しかし、1888年以前においては、その証明は

必ずしも容易ではなかった。そこで、この時期の学説は、第三者の権利取得

を、第三者のためにする契約以外の法概念をもって説明することにより、契

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハロラ
約の相対的効果の原則との抵触を回避しようとする。

　i　申込説

　（1）　要約者申込説

　（ア）　要約者申込説の概要

　19世紀中葉のフランスでは、契約の相対的効果の原則との抵触を回避する

ために、第三者のためにする契約を要約者・諾約者間の契約と要約者・第三

者間または諾約者・第三者問の契約とに分解し、第三者は、要約者または諾

約者との合意に基づいて諾約者に対する権利を取得する、と解する申込説

　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
（th60rie　de　roffre）が通説であった。このうち、前者が要約者申込説とよば

れるものである。要約者申込説は、論者によって多少ニュアンスの違いがあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エのるが、ロラン（Laurent）が主張する要約者申込説を紹介する。

　「要約者が〔第三者に対し〕義務を負うには、第三者の承諾が必要である。

この理由はきわめて簡単である。第三者は〔要約者との間で〕なにも合意を

しておらず、つまり契約に関与していないからである。ところで、だれでも

自己の意思なしに権利を取得することはできない。それゆえ、第三者は自己

の意思を表示する必要があるのである。第三者に宛ててなされたものは申込

みであるから、彼はそれを承諾する必要がある。第三者が承諾したときに、

要約者の申込みは契約となり、契約当事者である要約者、諾約者および第三

者を拘束する。第三者が承諾をするまでは、要約者の申込みは単なる申込み

にすぎず、それは要約者に義務を生じさせるものではない。それゆえ、要約

者は撤回することができるのである。この原理はだれもが承認するものであ

る」。そして、「債務者が債務を負担する意思なしに訴権が生ずることはな

い。ところで、諾約者は、要約者の債務者であるが、第三者の債務者ではな

　　　　　　　　　　　　　　　　6
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い。第三者は〔諾約者に対する〕訴権を有していないのだろうか。第三者

は、民法典1166条（債権者代位権〉に基づいて、要約者が諾約者に対して有

する訴権を行使する。事実、要約者が第三者に申込みをなしこれを第三者が

承諾したときは、両者間に契約関係が形成され、民法典はその申込みを撤回

することができないと定めている。したがって、第三者は要約者に対して訴

権を有し、その結果、要約者が諾約者に対して有する訴権を行使することが

　　　　　もラ
可能である」。

　ロランによれば、第三者の諾約者に対する権利行使の仕組みは、①契約の

効力が当事者以外の者に生ずることはないから、第三者が権利を取得するに

は、誰かと契約を締結する必要がある、②したがoて、第三者は、要約者と

契約を締結することによって、要約者に対する権利を取得する、③第三者と

諾約者とは契約を締結していないから、第三者は、諾約者に対する直接的な

権利を持っていない、④そこで、第三者は、要約者に対する権利に基づき、

諾約者に対して権利を行使する、と要約することができる。

　（イ）　要約者申込説の評価

　しかし、要約者申込説を第三者のためにする生命保険契約に適用する場合

　　　　　　　　　　　　　　ユタハ
には、次のような不都合が生じる。その第1は、第三者が諾約者に対する権

利を要約者から承継取得する（ロラン説によれば、要約者の諾約者に対する

権利を代位行使する）ことに由来する不都合である。要約者申込説によれ

ば、第三者は、承諾（受益）の意思表示をすることによって、諾約者に対す

る権利を要約者から取得する（ロラン説によれば、要約者の権利の代位行

使）のであるから、承諾前は、諾約者に対する権利は要約者に帰属し、した

がって、例えば、第三者の承諾前に保険契約者が破産したときは、保険金請

求権は破産債権者に供されることになる。第2には、申込みが失効する前に

承諾の意思表示をしなければならないことに基づく不都合である。要約者申

込説によれば、第三者の承諾は、要約者の生存中にしなければならないが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
（第三者の承諾前に要約者が死亡したときは、その申込みは失効する）、Lか
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し、保険金受取入が受取人に指定されていることを知るのは、大多数の場

合、保険契約者（兼被保険者）の死亡後であるから、要約者申込説によれ

ば、保険金受取人は、もはや有効な承諾の意思表示を行うことが不可能であ

り、それゆえ、保険金は保険契約者（兼被保険者）の相続財産に帰属するこ

とになる。

　（2）　諾約者申込説

　（ア）　諾約者申込説の概要

　タレ（Thailer）は、要約者申込説がもつ上述の短所を克服するために、

諾約者申込説を提唱した。諾約者申込説は、諾約者が自己の債務の履行を第

三者に対し申し込むと解する説である。

　「私があなたに払い込んだ保険料をあなたが運用し、私の死亡後に、その

運用結果である金員を、あなたがXに受け取るように申し出ることを条件と

して、私はあなたに保険料を払い込む。私の死亡後に私の債務者が一定の行

為をなすべきことを、私は、その債務者と適法に約定することができるだろ

う。その行為は、〔保険者が〕第三者と法的な関係を形成することを目的と

するものであると解釈することができる。預金者は、死亡後に銀行が特定の

者に払い戻すことを条件として、適法に預金をすることができる。前者と後

者は同じではないだろうか。保険者は、被保険者死亡後に、自己の債務を履

行するために、第三者に対しその者が保険金受取人である旨を通知し、保険

金の支払いを申し込む。そして、保険金受取人がこれを承諾する。この時

に、保険者と第三者との間に、他の者の介在なしに、保険証券記載の保険金

に関する債権債務関係が発生する。この時までは保険者の〔保険金支払い

の〕申込みは行われていないし、また、保険金支払債務も未発生である。こ

の時までに存在するのは、保険契約者（またはその相続人）が保険者に対し

第三者に〔保険金支払いの〕申込みをするように請求する権利である。この

権利は保険契約の解約という制裁によって担保されている。（申略）他方、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨリ
第三者は、その時までは保険金請求権を取得していないのである」。
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　タレによれば、第三者の諾約者に対する権利行使の仕組みは、①諾約者

は、要約者との契約に基づき、第三者に保険金の支払いを申し込む、②第三

者がその申込みを承諾するときは、第三者と諾約者との聞に契約関係が形成

され、③この契約関係に基づき、第三者は諾約者に保険金の支払いを請求す

る、と要約することができる。

　（イ）諾約者申込説の評価

　諾約者申込説の長所は、この説によれば、保険金受取人は、要約者を経由

することなしに諾約者から直接に保険金を取得するので、要約者申込説の上

述の短所を克服することができる。また、諾約者申込説によれば、例えば、

保険契約締結後に誕生する子のように、契約締結時には権利能力を有しない

者または特定されない者も保険金を取得することが可能である。この説によ

れば、第三者に対する申込みは保険事故発生後になされるので、第三者はこ

の時に特定されればたりるからである。

　しかし、要約者申込説は民法典の規定や契約当事者の意思に反する解釈で

ある。保険証券に記載された文言には、上記①～③のような趣旨は認められ

ないからである。また、民法典ll21条後段によれば、要約者が第三者指定の

撤回権を行使することができるが、そうだとすると、要約者が第三者に申込

み（指定）をすると考えるのが素直な解釈である。

　さらに、諾約者申込説は、要約者と第三者との関係を軽視し、要約者や第

三者の権利の保護に欠けるおそれがある。その第1は、要約者の権利の保護

が不十分である。諾約者申込説によれば、第三者の指定は要約者と諾約者と

の合意に基づくと構成されるから、指定を変更するには諾約者とあらためて

合意をすることを要し、要約者の単独の意思表示によって第三者の指定を撤

回・変更することは不可能である。第2には、第三者の権利の保護に欠ける

おそれがある。諾約者が債務（第三者に対する保険金支払いの申込み）を履

行しなかった場合に、第三者は自らの権利を実現することが困難である。例

えば、保険契約締結後早期に保険事故が生じたため、保険会社が保険金を支

　　　　　　　　　　　　　　　　　9
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払うことを渋り第三者に保険金の支払いを申し込まなかった場合を想定して

みると、第三者は、保険金請求権をまだ取得していないから、その支払いを

請求することは不可能である。また、第三者は、要約者との間には債権関係

が生じていないから、債権者代位権に基づき要約者（またはその相続人）に

代位し、保険会社に対し、自己に保険金の支払いを申し込むように請求する

　　　　　　おラ
こともできない。

　申込説（要約者申込説および諾約者申込説）は、後述する破殿院民事部1888

年2月8日判決の判例法理に抵触するものである。したがって、同判決以

後、この説を支持する学説は見られない。また、タレは、その後刊行した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ『商法概説書』において諾約者申込説を撤回した。

　2　事務管理説

　ラベ（Labb6）は、1856年に事務管理を研究する論文（dissertation）を発

　　　　　　　　　どガ
表し学界に登場したが、彼は、1877年以降、第三者のためにする生命保険契

約の裁判例について、多数の判例評釈を判例集『シレ（Sirey）』に掲載し

た。ラベは、第三者のためにする生命保険契約は、一般に、第三者に対する

保険金の贈与（donati◎n＞と理解されているが、この理解による場合には、

次の2つの支障が生じると主張する。その1つは、贈与の有効性についてで

ある。第三者（保険金受取人）は要約者（保険契約者兼被保険者）の死亡後

に保険金の取得を承諾するのが通例であるが、フランス民法では死因贈与を

認めていないので、保険金受取人の指定は生前贈与の申込みと捉えざるをえ

ないが、申込者である要約者の死亡後に贈与を承諾することは可能なのか。

あるいは、それを遣贈（legs）だと解するときは、民法典に定める要式を具

備しない遺言は有効であるか、という問題が生じる。もう1つの支障は、第

三者の承諾の遡及可能性である。遡及を肯定する論者は、条件が成就したと

きは、遡及効が生じるとする民法典II79条前段の規定を援用するが、ラベ

　　　　　　　　　　　　　　　　10



　　第三者のためにする契約における第三者の権利取得の根拠（1＞
論説
　　一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

は、その解釈は濫用的なものであると主張する。そして、偶然的条件（condi－

tion　accideBteUe）が成就した場合は契約締結時まで効力が遡及するが、第

三者の意思表示は、贈与を承諾するためのものであるから、その効果は遡及

　　　　　　　　　　　　　ガ
することはできないと主張する。

　（1）　事務管理説の概要

　（ア）　事務管理型の第三者のためにする生命保険契約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めト
　ラベは、当時の通説と同様に生命保険契約を損害填補契約と解するが、第

三者のためにする生命保険契約は、贈与型または事務管理型の2通りに解釈

することが可能であると述べている。すなわち、第1の解釈（贈与型）は、

申込説のように、保険契約者兼被保険者が、自分自身が死亡したときに被る

損害（一種の逸失利益であろう）を生命保険契約としで付保し、その保険金

請求権を第三者に贈与する（保険金受取人を指定する）と解する解釈であ

る。他方、第2の解釈（事務管理型）は、保険契約者兼被保険者が、事務管

理者として、本人である保険金受取人が被保険者の死亡により被る損害を付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フき
保する生命保険契約を締結すると解する解釈である。ラベは、第2の解釈に

ついて次のように述べている。

　「私の死亡により損害を被るおそれがある者は、だれでもその損害を付保

することが可能である。その者が被る損害を、私が、事務管理者として、自

発的に付保することも可能である。そして、私はその者が名義人（titu－

laire）である〔生命保険〕契約を交渉する。この他に、私は、保険者に対し

て支払う保険料を保険契約者となる者に贈与する意思とともに、保険者に対

して保険料を支払う債務を負う」。

　「〔事務管理型の〕契約においては、第三者は保険契約者の役割を果たす。

保険契約は、第三者との関係においては、第三者が追認（ratification）する

ことによってはじめて完全なものとなる。保険契約が完全なものとなると、

第三者が保険者の債権者となる。そして、私の人格は、保険者と第三者との

債権関係の背後に消え去ることになる。追認は、私の死亡後でもすることが

　　　　　　　　　　　　　　　　11
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可能であり、第三者の相続人が追認することもできる。私は、意思を変更す

ることによって、保険契約上の利益を受ける権利を第三者から剥奪すること

はできない。私は、保険金に関する約定について単なる事務管理者にすぎな

いからである。しかし、それでもなお、私は私が指定した第三者に対する贈

与者である。私が〔その第三者に対して〕する贈与の目的は、私が第三者の

ために支払い続ける保険料である。贈与を撤回する原因が生じたときは、私

または私の相続（succession）〔人〕は、〔私が〕支払った保険料の合計額の

みを第三者から回収する。

　第三者が追認しない場合には、保険契約上の利益は、要約者の相続人に帰

属する旨の約定が付加されている。その場合には、第三者のためにする保険

契約は付随的保険契約へと転換L、それは要約者およびその相続財産のため

の保険契約になる。この付加的約定は、明示的または黙示的を問わず、第三

者のためにする保険契約に常に含まれている。なぜなら、保険会社は、保険

料を受領しかつその返還を望まない以上、保険金を誰かに支払う義務を負っ

　　　　　　　みき
ているからである」。

　「保険金が要約者の相続財産に帰属しないようにするためには、〔上記の〕

第2の解釈を採用すべきである。保険契約上の受益者と呼ばれている第三者

をその者の名で保険契約を締結した真の保険契約者とし、要約者を単なる事

務管理者と解釈する必要がある。第三者の〔保険契約に〕加入する意思表示

は追認であり、その追認の効力は契約締結時まで遡及する。第三者は、追認

したときは、保険契約者の地位に就き、保険者に対する直接的な債権者とな

る。保険金が要約者の財産に帰属することはない。また、要約者が死亡した

場合には、保険金は、遺留分算定の基礎となることも相続債権者の担保に供

　　　　　　　　ラ
されることもない」。

　（イ）　要約者（事務管理者）死亡後の追認

　「要約者死亡後の追認については、異議が唱えられるかもしれない。事務

管理者が自発的に行った第三者のためにする射倖契約においては、追認は危

　　　　　　　　　　　　　　　　12



　　第三者のためにする契約における第三者の権利取得の根拠（1）
論説
　　一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

険の停止に先行しなければならない。しかし、要約者死亡後の追認について

異議が唱えられたとしても、それを考慮する必要はないであろう。なぜな

ら、この〔追認は危険の停止に先行しなければならないという〕ルールは、

危険にさらされている者、例えば保険者について危険を予防する作用をもつ

ものであり、〔射倖〕契約の遅延する消滅（6vanouissement　tardif）は不公

平となるからである。ところで、本事例では、そのような不公平は生じるお

それがない。第三者のためにする生命保険契約には、付随的に、要約者のた

めの生命保険契約が常に付加されていることを思い起こしてみよう。した

がって、〔要約者のための生命保険契約が付加されているから、第三者のた

めにする生命保険〕契約は、いかなることが生じても履行されるのであるe

喫約当事者が〕さらされている危険は、〔この契約に〕公平な結末をもたら

す。なぜなら、保険料は保険会社が受領済みであり、他方、保険金は第三者

　　　　　　　　　　　　　　　　おラ
または要約者に支払われるからである」。

　この記述を正確に理解するのは困難であるが、次のような趣旨であると思

われる。すなわち、例えば、第三者のためにする射倖契約が火災保険である

場合には、本人の「追認は危険の停止に先行しなければならない」。危険の

停止後（保険事故発生後）の追認は、一種の「アブ・ロス契約」となるおそ

れがあるからである。しかし、ラベによれば、第三者のためにする生命保険

契約においては、要約者（保険契約者兼被保険者）のための生命保険契約

（「自己のためにする生命保険契約」）が常に付加されており、第三者の追認

がない場合には、保険金は要約者の相続人に支払われるから、追認の有無は

保険金支払い債務の発生・不発生に影響を及ぼさない。したがって、要約者

死亡後の第三者の追認を容認することができるという趣旨であると解され

る。

　（ウ）　ラベの事務管理説の特徴

　ラベの事務管理説の特徴は、次の8つの点にある。①ラベの関心は、第三

者である保険金受取人の権利取得と契約の相対的効力の原則との抵触より、

　　　　　　　　　　　　　　　　13
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むしろ贈与者の死亡後に受贈者が贈与を承諾することが可能か否かにある。

そして②第三者のためにする生命保険契約を第三者のためにする契約の枠組

みで理解することを放棄し、保険契約者兼被保険者が事務管理者として、本

人（保険金受取人）のために、生命保険会社と生命保険契約を締結すると理

解する。③保険契約者は、上記②の契約を締結すると同時に、その保険料の

合計額を保険金受取人に贈与する贈与契約を保険金受取人に申し込む。また

④保険契約者は、保険金受取人（本人）が追認しない場合に備え、本入とし

て、自己のためにする生命保険契約を付随的に締結する。⑤保険契約者は、

事務管理者にすぎないから、一旦指定した保険金受取人を撤回または変更す

ることはできない。保険契約者またはその相続人は、保険金受取人の指定を

撤回または変更しようとするときは、上記③の保険料贈与契約を撤回し、支

払った保険料の合計額を保険金受取人から回収する。

　⑥保険金受取人が追認したときは、その効果は上記②契約の契約締結時に

遡及する。保険金受取入の追認は本人による管理行為の追認であるので、そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヲお
の効果は契約締結時まで遡及することができるからである。⑦保険金受取人

は、保険契約者兼被保険者の死亡後も追認をすることができる。⑧保険金受

取人が追認しなかったときは、上記④契約に基づき、保険金は保険契約者の

相続財産に帰属する。

　（2）　事務管理説の評価

　事務管理説は、契約の相対的効果の原則との抵触を回避することが可能で

あるから、この点については評価することができる。しかし、この説には次

のような問題点がある。ルヴィレン（Lev三llain）の事務管理説に対する批判

を参考にして検討を加えてみよう。ルヴィレンの批判は、最も体系的で的確

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨの
な批判であると評価されているからである。

　（ア）ルヴィレンの批判　（a）第三者のためにする契約の成立　ルヴィ

レンは、ラベの事務管理説の前提であるドゥモロンブ（Demolombe）の事
　　　　　　　　　　　　ヨきラ　　　　　　　　　　　　　　ぬう
務管理説に疑問を呈している。ドゥモロンブも、ラベと同様に第三者のため

　　　　　　　　　　　　　　　　14



　　第三者のためにする契約における第三者の権利取得の根拠（1）
論説
　　一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

　　　　　　　　　　　　　　　　さうラ
にする契約を事務管理と捉えているが、「ある人が第三者のために契約をL

た場合に、その行為がそれ以前の管理行為（fait　de　gestion　ant6rieure）と

関連性をもたないとき、またはその人が契約を締結する個人的な利益（inter§t

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が
personnel　a　sa　passation）を有しないときでも」、ドゥモロンブは事務管理

　　　　　　　ヨカ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が

の成立を肯定する。他方、ポチエ（P◎th三er）はそれを否定する。このN立

を説明することなしに、ルヴィレンの事務管理説批判を理解することは困難

であるから、やや横道にそれるが、それを略説することにしよう。

　ドゥモロンプおよびポチエは、次の3つの場合に分けて、第三のためにす

る契約または事務管理が有効に成立するか否かを検討する。すなわち、①第

三者のためにする契約を約定する以前から、要約者がその契約について経済

的利益を有する場合、②第三者のためにする契約の約定時に、その契約につ

いて要約者の経済的利益が生ずる場合および③第三者のためにする契約を約

定する以前も以後も、要約者がその契約について経済的利益を有しない場合

の3つの場合に分けて論じている。①の場合に第三者のためにする契約が適

法に成立するのは当然であるが眠法典1121条参照）、②の場合についても、

ドゥモロンブもポチエも、「事務管理者としての利益」を認め、第三者のた

　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨの
めにする契約が適法に成立すると解する。しかし、③の場合には、両者は対

立する。

　ドゥモロンブは、③の設例として、「私の友入のPaulの住宅は、　Pierreが

所有する土地に囲まれているが、Pierreがその土地をJulesに10，000フラン

で売却する予定であることを、Paulが旅行で不在の時に、私は聞き及んだ。

Paulは、この土地を取得すると、公道への通行が容易になり大変便利にな

る。そこで、私は、Pauiのために、彼が旅行から戻ってから1か月以内に

代金12，000フランをPierreに支払う条件でその土地の購入をPierreと契約し

た」場合を設定する。

　上記設例を事務管理としてとらえる場合には、事務管理が良好に行われた

ときは、本人は、事務管理者が管理者自身の名で約定した債務（engage－
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ment）を履行しなければならないが（民法典1375条）、では、事務管理者が

本人のために新たに財産を取得・し（いわゆる処分行為（acte　de　disposition）

の場合）、それが本人にとって有用であり、かつその取得価額が妥当である

場合に、同条は適用されるだろうか。ドゥモロンブは、この場合に1375条は

適用されないと解している。彼は、当時の通説と同様に、事務管理は管理行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タぴ為（acte　d’adrninistration）の場合にのみ成立すると解しているからである。

そして、上記設例は第三者のためにする契約であり、通説によれば、それ

は、民法典1119条の趣旨（人は、自己の名において他人に義務を負わせるこ

とはできない）に抵触し無効であると、ドゥモロンブは指摘する。

　Lかし、第三者のためにする契約の第三者は、事務管理の場合の本人と異

なり、受益の意思表示をするか否かは任意であるから、上記③の場合でも、

その契約を有効であると解釈することが可能であると、ドゥモロンブは主張

する。そして、その論拠として民法典1998条2項の規定を指摘する。同項

は、「受任者が権限外の行為を行った場合には、委任者はそれを追認したと

　　　　　　　　ぼロ
きに限り責任を負う」と規定するが、受任者が権限外の行為をするときは、

事務管理者として、それを行うと解することができるからである。そうだと

すると、要約者が、事務管理者として、本人（第三者）のために処分行為を

行oた場合（要約者が諾約者と第三者のためにする契約を約定した場合）に

は、それが本人にとって有用であることなど事務管理の要件を具備し、かつ

本人がその行為を追認する（第三者が受益の意思表示をする）ときは、1998

条2項を（類推）適用し、本人（第三者〉と相手方（諾約者）との権利関係

　　　　　　　　　　　　　ユの
を認めるべきであると主張する。上記設例では、その土地の取得によりPaul

は大変便利になり、しかもその取得価額は妥当なものであるから、事務管理

の要件を具備すると解することができるので、Paulが追認する（受益の意

思表示をする）ときは、PaulはPierreからその土地を取得することができ

ると主張する。

　ドゥモロンブは、彼の主張をさらに一歩進め、第三者のためにする契約
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　　第三者のためにする契約における第三者の権利取得の根拠（1）
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は、第三者の名義で約定された契約であると解することが可能であると、次

のように主張する。民法典1157条は、合意の解釈について「ある条項が二つ

の意味にとれるときは、なんらの効果も生じることができない意味において

より、むしろなんらかの効果を有することができる意味においてこれを理解

　　　　　　　　　　　　　　エお
しなければならない」と規定する。第三者のためにする契約を解釈する場合

には、要約者は、当該契約は有効であり、かつその契約によって生ずる訴権

は第三者のためのものであるとの意思を有していると推定することが可能で

ある。そうだとすると、第三者のために約定された契約は、第三者の利益の

ために約定されたものと推定すべきであり、それゆえ、第三者の名義で約定

されたと推定すべきである。

　「第三者のためにする契約は、契約当事者の合意によれば、第三者の利益

のために約定された契約であり、それゆえ、第三者の名義で約定された契約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ねラ
であるとの意義において解釈することが可能である」。つまり、上記の設例

では、私がPaulのためにPierreと土地の売買契約を締結し、　Paulが追認し

たときは、PaulがPau1の名でPierreとその土地の売買契約を締結したと解

することが可能である。

　ドゥモロンブの主張は、次の2点に要約することができる。その1は、要

約者く事務管理者）は、第三者のためにする契約について経済的利益を有し

ない場合でも、事務管理者として第三者のために契約を有効に締結すること

ができる。この場合には、民法典1998条2項（受任者が権限外の行為を行っ

たときの委任者の責任）の規定を（類推）適用し、第三者（本人）が追認し

たときは、相手方と第三者との間に権利関係が生ずる。第2には、合意の解

釈に関する民法典1157条に基づき、かつ契約当事者の合意によれば、第三者

の利益のために約定された契約は、第三者の名義で約定された契約であると

解釈することが可能である。

　他方、ポチエは、③の場合についで、第三者のためにする契約は無効であ

ると主張する。すなわち、「例えば、私が、Jacquesに対する愛情により、Jac－
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quesの部屋を明るくするために、　Jacquesの家の窓に対面する建物の所有者

との間で、その所有者がその建物の壁面を白色で塗装する契約を締結したと

しよう。この契約は、Jacquesになんらの権利も付与することはない。Jacques

はその契約の契約当事者ではないからである。また、私に対しても権利を付

与することはない。私は、この契約の履行について金銭をもって評価するこ

とができる個人的な利益をもoていないので、その不履行に起因する損害を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む
主張することができないからであるjと主張する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
　また、オーブリー／ロー（Aubry　et　Rau）は、ドゥモロンブの解釈を次

のように批判する。「論者によれば、第三者のためにする契約は、ほとんど

常に事務管理行為を構成するものとして有効である。また、第三者の利益に

おいてなされた約定は、当事者の合意によれば、その第三者の名義で約定し

たものであると解することができる、と主張する。しかし、われわれはこの

主張に賛成することはできない。それは、自己の名で他人のために約定する

ことはできないとする規定（民法典1119条）を空文化しようとする説である

からである。私見によれば、この論者は、事務管理にそれが本来もo．ている

概念以上の概念を付与している。第三者のためにする契約の解釈についてい

えば、自己の名で第三者のためにする約定という法的性質を変性し、解決す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
べき問題を故意に避けているように思われる」。

　ルヴィレンは、否定説が有力に唱えられている以上、第三者のためにする

生命保険契約を事務管理と捉えることは適切でないと指摘する。

　（b）　複雑で技巧的な解釈　ラベの解釈によれば、保険契約者は次の3つ

の契約を締結ないし申し込む。①保険会社との間で、事務管理者として、本

人（保険金受取人）のために、自己を被保険者とする生命保険契約を締結す

る。②支払った保険料を贈与する贈与契約を本人（保険金受取人）に申し込

む、および③本人（保険金受取人）が①契約を追認しない場合に備えて、①

契約に付随して、自己を被保険者とする自己のためにする生命保険契約を①

契約の保険会社と締結する。この解釈は、技巧的で複雑すぎるものである。
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しかも、契約当事者の意思と乖離しているように思われる。

　（c）　保険金の保険契約者の相続人への帰属　ラベは、「第三者が追認し

ない場合には、保険契約上の利益は、要約者の相続人に帰属する旨の約定が

付加されている」と解している。しかし、生命保険約款には、そのような文

言は見当たらない。ラベの主張は、約款の規定を解釈するとの口実でそれを

歪曲するものである。

　（d）　第三者の地位　第三者（事務管理説によれば本人）が保険契約者

（事務管理説によれば事務管理者）の行った行為を追認したときは、第M者

は、保険金に対する債権者となるが同時に保険料支払いの債務者ともなる

（民法典1998条）。これは、事務管理説の支持者も契約当事者も予測外の事態

　　　が
であろう。

　（イ）その他の短所　ルヴィレンが指摘する短所以外の短所には、次のよ

うなものがある。①事務管理の場合には、事務管理者に管理継続義務が課せ

られているが（民法典1372条1項）、保険契約者（要約者）には、保険料を

継続して支払う義務は課せられていない。②事務管理の場合には、事務管理

が本入にとって有益であるときは、本人はその有益な債務を履行する義務を

負うが（民法典1375条）、第三者のためにする契約の場合には、第三者は、

受益の意思表示をするか否かは全く自由である。③事務管理説によれば、保

険契約者は事務管理者にすぎないから、保険金受取人を変更する権利を有し

ないが、それは民法典1121条の規定（要約者の撤回権）に反する。④ラベ説

には、保険契約者が支払った保険料に事務管理説を適用しない不徹底性があ

る。事務管理の場合には、本人（保険金受取人）は有益費（保険料）を事務

管理者（保険契約者）に償還しなければならない（民法典1375条）。しかし、

ラベは、保険料について保険金受取人に対する贈与と解釈している。そうだ

とすると、ラベが支障の1つとして提起する生前贈与の有効性の問題が生ず

ると思われる。⑤そして、なによりも、事務管理説の欠点は、第三者のため

にする契約をこれと異なる法概念である事務管理と解釈する不自然さにあ
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る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　みハ
　ラベは、1889年に事務管理説を撤回した。同年に判例集『シレ』誌に掲載

した判例評釈において「われわれは、本件判決が被保険者の妻のためにする

死亡保険契約に付与する結果または法的効果は、法および当事者の意思に適

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おタ
切に適合するものであることを確信する」と述べているからである。しか

し、事務管理説はその後も命脈を保つことになる。20世紀前半のフランス民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うり法学の権威であるプラニョル（Pianlol）がこの説を支持するからである。

皿　1888年から19世紀末までの学説

　第三者のためにする生命保険契約は、上記破穀院民事部1888年1月16日判

決により、民法典1121条の適用を受けることが可能となった。同判決が同条

の適用要件である「自分自身のためにする約定の条件」を精神的な利益で足

りる旨を判示するからである。

　そのため、1888年以降の議論の焦点は、第三者（保険金受取人）の権利取

得の法的メカニズムなど、第三者のためにする契約の法的構造の解明へと移

行する。そして、議論は、破殿院が1888年に下した、第三者のためにする生

命保険契約に関する8件の判決を前提として、展開する。

　1　破殼院民事部t888年2月8日判決

　保険金受取人の権利の性質を集大成する破殿院民事部1888年2月8日判決

（D．P．1888．1．199，　S．1888．1．129．）は、次のように判示する。「第三者のためにす

る契約は、これに条件が付されていないときは、第三者のために発生した権

利を、即時にその第三者に付与するものである。たしかに、要約者はこの権

利を撤回することができる。しかし、第三者が承諾の意思表示をした時から

は、要約者はそれを撤回することができない。民法典1121条には、これ以外

の有効要件は定められていない。それ故、生前贈与の承諾は、贈与者の生存

中にこれをなすことを要すると定める民法典932条、および契約の申込みと

承諾を規律する契約の成立に関する一般原則をこの場合に適用すべき理由は

　　　　　　　　　　　　　　　　2◎
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ない。1121条に定める承諾の意思表示は、要約者が〔指定を〕撤回しない限

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るの
り、要約者の死亡後もこれを行うことができる」。

　この判例法理は次の3点に要約することができる。

①第三者は、第三者のためにする契約の効果が生じたときは、即時かつ直

接に諾約者に対する権利を取得する。では、第三者はどのようなメカニズム

でその権利を取得するのか。学説には、その法的な説明が求められている。

　②要約者は、第三者が承諾の意思表示をするまでは、第三者の権利を撤回

することができるが、この判示は、贈与不可取消性の原則に抵触するおそれ

がある。フランスには、古法以来「与えるとともに取戻しを保留するは、そ

の効なし」との法諺があり、民法典894条はその伝統を踏襲し、「不可取消性

　　　　　　　　　　　　　　　おハ
の原則」を規定しているからである。受取人の指定を生前贈与の一種である

と解するときは、指定の撤回は同条の規定に抵触するおそれがある。そこ

で、学説は、生前贈与不可取消性の原則と受取人指定の撤回とが両立する説

明をする必要がある。

　③第三者の承諾の意思表示は、契約の成立に関する承諾および生前贈与の

承諾とは異なり、要約者の死亡後も行うことができる。半‖決は、第三者の承

諾は、契約の成立に関する承諾でもなければ生前贈与に関する承諾でもない

と、それに消極的定義を与えているが、では、それはどのような性質をもつ

のか。これを検討する必要がある。

　2　選択債務説

　ボアストゥル（Boiste1）は、保険契約者に保険金受取人指定・変更権、解

約返戻金請求権や契約者貸付請求権などを認めることと保険金受取人が保険

金を直接取得することとは両立しないのではないかという疑問を抱いた。な

ぜなら、保険契約者がそれらの権利を行使することが可能であるとすると、

保険契約者は保険事故発生時まで保険契約に基づく利益を留保しているとの

解釈が成り立ち、そうだとすると、保険金請求権は保険契約者に一旦帰属
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し、次にこれが保険金受取人に譲渡されると構成する申込説に直結するから

である。そこで、ボアストゥルは、それらの両立を整合的に説明する目的で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め
選択債務説（obligati皿a玉temative）を提唱した。

　（1）　選択債務説の概要

　（ア）　第三者の権利取得の法的構成　ボアストゥルは、債権者の特定に関

する選択債務という独自の理論を提唱する。第三者のためにする死亡保険契

約においては、保険契約者は、「第三者または自分自身のために」とする選

択条件（condition　alternative）を付して保険契約を締結する。「第三者のた

めの死亡保険は、債権者の特定に関する選択債務である。民法典1189条から

1196条までに定める選択債務は、債権の目的の特定に関する選択債務であ

り、債権の圏的の特定は契約当事者のいずれかが選択権を行使することに

よって行われる。保険契約の場合には、債権者の特定に関する選択債務であ

り、債権者の特定は保険金受取入または保険契約者が選択権を行使すること

によって行われる。保険金受取人の選択権の行使は、保険契約に基づく利益

について受益の意思表示をすること（通常は被保険者の死亡後）によって行

われる。保険契約者の選択権の行使は、保険金受取人の指定を撤回すること

によって行われる」。

　ボアストゥルによれば、保険金受取人および保険契約者は、保険者に対す

る債権者として並存し、保険金受取人の指定が撤回されず、かつ保険金受取

人が被保険者死亡時に生存し保険金の取得を承諾する（これを選択権行使と

解する）場合には、保険金受取人は、保険者に対する唯一一の債権者となり、

保険金請求権を取得する。他方、保険契約者が保険金受取人の指定を撤回も

しくは保険契約を解約する（これらを選択権行使と解する）場合、または保

険金受取人が被保険者の死亡前に死亡しもしくは保険金の取得を承諾しな

かった（これを保険金受取人の選択権行使とみなす）場合には、保険契約者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おハ
は、保険者に対する唯一の債権者となり保険契約に基づく利益を取得する。

　ところで、ボアストゥルの選択債務説によれば、選択権は保険金受取人と

　　　　　　　　　　　　　　　　22



　　第三者のためにする契約における第三者の権利取得の根拠（1）
論説
　　一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

保険契約者とに帰属しているが、どちらの選択権が優先するであろうか。ボ

アストゥルは、任意債務（◎b蓋gat三〇n　facultative）の概念をもって両者の優

先順位を説明する。

　「選択債務には、任意債務とよばれる債務があり、特別な性質と効果を有

している。保険会社の債務はこの種類の債務であると思われる。したがっ

て、その債務を債権者の特定に関する任意債務と解釈することにしよう。こ

の種類の債務では、主たる債務と選択的にこれに代わる債務とがある。保険

の場合は、債権者の特定に関する任意債務であるから、主たる債権者とこれ

に代わる従たる債権者とがいる。主たる債権者は保険契約者であり、従たる

債権者は保険金受取人である。保険金受取人は、保険金を受け取る可能性で

いえば第1順位であり、唯一の権利者であるかもしれないが、その権利は、

法的にいえば従たる性質の権利である。保険金受取人の権利は、被保険者死

亡時に生存しかつ受益の意思表示をすることが条件であり、さらに受益の意

思表示をするまでに保険契約者が指定を撤回していないことが大前提であ

る。このように、保険金受取人の権利は、非常に不確実なものであるから、

従たる性質であるといえる。他方、保険契約者の権利は、外形上従たる性質

のようにみえるが、保険会社に対する現在の確実な権利である。それは、法

的には契約締結時に発生した債権に基づくものである。（中略）より正確に

いえば、保険契約者こそが本来の債権者（in　obligatione）であり、保険金受

取人は単に任意的な支払いを受ける資格（in　facultate　solestionis）を有する

　　　　　　　　あラ
にすぎないのである」。

　ボアストゥルは、債権者の特定に関する選択債務（任意債務）という独自

の理論の根拠について、次のようにいう。

　「債権者の特定に関する任意債務という新しい種類の任意債務の出現を奇

妙に感じている人がいるだろう。しかし、われわれは、その出現を法的な可

能性をもoて阻止することはできないと考えている。なぜなら、同様の形態

および効果を有する任意債務がはるか昔に存在し、また現行法の中にもその
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実例を発見することができるからである。ローマ法においては、要約するこ

　　　　　　　　　　　　　　　　うカ
との共同当事者（correi　stipulandi）の様々な実例を見出すことができる。

また、現行法では保証がその実例である。保証は、たしかに債務者の特定に

関する任意債務である。なぜなら、債権者は債務者に対し1個の債権（obliga－

tion　unique）を取得し、選択により、主たる債務者または保証人に権利を

行使するからである。契約当事者の意思に合致する法的な分析は、契約自由

の原則（民法典1134条）に適合するものであり、法の一般原理にも抵触しな

　　　　　が
いものである」。

　（イ）　第三者の承諾の遡及可能性

　ボアストゥルは、保険金受取人の選択権行使の結果について、次のように

いう。

　「債権の目的の特定に関する任意債務では、目的について選択権が行使さ

れたときは、その目的が契約締結時から債権の目的であるとみなされる。債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うの
権者の特定に関する任意債務においても同様である。」ボアストゥルは、「選

択条件」を民法典1170条に定める「随意条件（condition　potestative）」の一

種であると解しているのだと思われる。そうだとすると、民法典1179条前段

の規定により、契約のHに遡ってその効力を生ずることになるからである。

　（2）　選択債務説の評価

　（ア）緒言

　ボアストゥルが選択債務説を発表したのは1889年であり、破殿院1888年判

決の直後であるから、選択債務説には同判決の法理と不整合な点がある。例

えば、判例法理は、第三者のためにする契約の効果が生じたときは、第M者

は即時に権利を取得すると判示するが、選択債務説によれば、保険金受取人

は受益の意思表示をした時に権利を取得する（ただし、その効力は契約締結

時まで遡及する）。したがって、選択債務説は、破殿院1888年判決の判例法

理を説明する学説として、適当でないと思われる。また、保険契約者が本来

の債権者で、保険金受取人は単に任意的な支払いを受ける資格（inノ’acult’ate
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論説
　　一フランス民法典2016年改正前1121条を申心として一

soiutionis）を有するにすぎないとの解釈は、契約当事者、特に保険契約者

の意思に反する解釈であると解される。

　ランベール（Lambert）がボアストゥルの選択債務説を説得的に批判して

いるので、それを参照し選択債務説を検討してみよう。

　（イ）ランベールの批判　（a）要約者および第三者の地位　ボアストゥ

ルは、要約者が本来の債権者で、第三者は単なる任意的支払いを受ける資格

を有するにすぎないと解釈しているが、この解釈は、実態に反し要約者と第

三者のそれぞれの地位を逆転させるものである。要約者は、第三者が欠けた

場合に呼び出される債権者にすぎないからである。要約者が撤回権を行使す

る場合など例外的な場合を除けば、第三者が常に主役であり、第三者は要約

　　　　　　　　　　　　　　　おユ
者の背後に隠れている存在ではない。

　（b）一般的適用可能性　ボアストゥルの理論は、保険金受取人の権利の

固有権性と保険契約者の権利（受取人の指定・変更権など）との両立を図る

目的で創案された学説であるから、生命保険契約以外の第三者のためにする

契約に、その理論を適用することは困難である。例えば、第三者のためにす

る契約の形式で負担付贈与を行った場合である。要約者（贈与者）が撤回権

を行使するときは、諾約者（受贈者）が第三者に給付する利益（負担）を、

要約者自身が取得しようと考えているわけではない。この場合の要約者の意

図は、諾約者の負担を免除することにある。したがって、要約者が諾約者の

債務に対する本来の債権者であると解するボアストゥルの説をこの場合に適

　　　　　　　　　　ほカ
用することは困難である。

　（c）　生命保険契約への適用の不妥当性　選択債務説は、第三者のために

する生命保険契約に適用することも妥当とはいえない。この説によれば、保

険契約者と保険金受取人は、保険者に対する債権者として並立することにな

るが、両者の権利の内容は同一のものではないからである。保険金受取人の

権利の内容は、もちろん保険金請求権である。しかし、保険契約者が有する

権利は、保険金請求権ではない。保険契約者の権利のうち、受取人の指定・
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変更権は、受取人を指定する権利にすぎないのである。解約返戻金請求権は

保険契約の解約により生ずる権利であり、契約者貸付請求権は保険会社から

貸付を受ける権利である。

　ランベールは、破致院民事部1884年7月2H判決（D．P．1885．1．150，　S．1885．

1．5．）を引用し、保険金受取人の権利は保険契約者によって左右されないこ

とを例証する。同判決は保険金受取人「の権利は、受益者固有のものであり

その個性に基づくものである。（中略）生命保険契約は、要約者に対し固有

の利益を与えていないし、また、この利益を処分する権利をも与えていな

い。要約者は、保険料の支払いを停止することによって保険契約の効果を消

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　らふ
滅させる権利を有するにすぎない」と判示する。

　Lたがって、保険契約者と保険金受取人は、同一内容の債権について並

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おラ
立・競合する債権者の関係にあるとはいえない。

　（d）保証債務　ボアストゥルは、債権者の特定に関する任意債務の実例

として、保証債務の例を挙げている。彼は、Y債権者は債務者に対し1個の

債権（obggation　Ufilque）を取得し、選択により、主たる債務者または保証

人に権利を行使する」から、その実例であると述べている。しかし、保証は

債務者の特定に関する場合である。しかも、主たる債務と保証債務とは別個

　　　　　　ラ
の債務である。例えば、検索の抗弁（民法典2021条）のように、保証債務に

は固有の抗弁事由が規定されている。また、主たる債務と保証債務の存続・

消滅は必ずしも一致しない。保証人以外の第三者が主たる債務を弁済したと

きは、主たる債務は消滅するが、この第三者は債権者の権利に代位するか

　　　　　　　　　　　じお
ら、保証債務は消滅しない。他方、保証人は、債権者の行為により抵当権な

どに代位することができなくなったときは、その責任を免れことが可能であ

り（民法典2037条）、保証債務は消滅する。

　（e）ロー一”r法の実例　ボアストゥルは、ローマ法に債権者の特定に関す

る任意債務の実例があると述べているから、ランベールは、ローマ法の「弁

済のために付加された者（adg’ectio　solUtionis　causa）」と保険金受取人の権
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　　一一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

利とを比較・検討する。ローマ法の「弁済のために付加された者（以下F任

　　　　　　　おき
意付加者」という＞」は、債権者（要約者）と債務者（諾約者）との約定に

より第三者に弁済受領権限を与えるものである。

　ボアストゥルによれば、保険金受取人は単に任意的な支払いを受ける資格

（in　facultate　solut　oonis）を有するにすぎないから、両者は外形上類似するも

のである。しかし、その内容には、いくつかの相違点がある。主な相違点

は、①ボアストゥルの任意債務説では、要約者が保険金債権の債権者を特定

するが、「任意付加者」の場合には、諾約者（債務者）が誰（要約者または

任意付加者）に支払うかを決定する。②ボアストゥルは、保険金受取人を任

意的な支払いを受ける資格を有するにすぎないと解しているが、保険金受取

人は、要約者が撤回権を行使する前に受益の意思表示をする場合には、保険

金請求権を取得することができる。保険金受取人は、現実の債権者ではない

が、将来債権者になる資格を有している。他方、「任意付加者」は受領権限

を有するのみで、債権者ではないから、債務者に支払いを請求することはで

きない。したがって、ローマ法に実例があるとするボアストゥルの主張は妥

　　　　　　らの
当とはいえない。

　ランベールは、「今日、われわれは申込説に新たな妥協的修正を持ち込も

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おノ
うとしてはならない。申込説を完全に一掃すべきである」と述べている。選

択債務説は、要約者から第三者に申込みがなされるから、要約者申込説に類

似し、他方、第三者は諾約者から権利を直接取得するから、諾約者申込説に

類似するので、ランベールは、これを「新たな妥協的修正」と呼んでいるの

だと思われる。

　3　一方的債務負担行為説

　一方的債務負担行為（engagement　unilat6rale　de　volont6）の理論は、債

務の発生には、その債務を負担する者の単独の意思表示があればたりると解

する学説である。すなわち、この理論によれば、債務を負担する者がその旨
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の意思表示をすれば、相手方の承諾を得なくとも債務が発生する場合があ

り、それは、契約、不法行為および準契約と並ぶ、債務発生原因の1つであ

る。そして、この理論は、懸賞広告（promess　de　r6compense）、無記名債

権の発行、第三者のためにする契約などに適用することが可能であると主張

する。一方的債務負担行為の理論は、オーストリアのジーゲル（Siegel）に

よって提唱された理論であるが、フランスにおいても、サレイユ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の（Saleilles）、ジェニー（G6ny）、ドゥモーグ（Demogue）などの支持を得た。

　本節では、第三者のためする生命保険契約について、一方的債務負担行為

の理論を適用し分析するヴォルムス（Worms）およびシャンポウ（Cham－

peau）の学位論文（these）を紹介する。また、一方的債務負担行為論の有

力な支持者であるサレイユの見解を紹介する。ただし、サレイユは、第三者

のためにする契約にこの理論を適用することには消極的である。そこで、積

極説である、ヴォルムスおよびシャンポウと消極説であるサレイユとの2つ

のグループに分けて紹介・検討する。

　（1）　第三者の権利取得の法的構成

　　　　　　　　アの
　（ア）ヴォルムスの所説

　ヴォルムスは、第三者が権利を取得する法的仕組みを次のように説明す

る。

　「要約者と諾約者との契約の目的は、諾約者の第三者に対する一方的意思

表示による債務負担を創造することにある。したがって、第三者に対する諾

約者の債務負担が直ちに形成されないときは、要約者と諾約者との契約は目

的を欠鉄し、それは無効である。要約者と諾約者との契約が有効であるとき

は、その契約自体によって、第三者に対する諾約者の債務負担は、直接かつ

　　　　　　　アリ
即時に形成される」。

　そして、諾約者の約定を次のように分析する。

　「諾約者は、要約者に対し第三者に一定の給付をなすことを約定する。こ

の約定には、2個の債務負担行為（engagement）が含まれている。その1
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　　一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

つは、要約者との契約である。他の1つは、第三者に対する純粋な一方的意

思表示（pure　d6claration　unilat6rale　de　volont6）である。前者の債務は、

諾約者が約定の給付を履行しない場合に、それを履行させるための訴権を要

約者に与える。後者は第三者に訴権を与えるだけである。換言すれば、諾約

者の要約者に対する契約上の債務は、もう1つの債務すなわち諾約者の第三

者に対する債務を創設する目的をもつものである。しかし、諾約者の第三者

に対する債務は、契約に基づくものではあるが、債務を負担する一方的意思

表示以外のなにものでもない。というのは、この債務が有効であるために

は、その受益者がそれを承諾する意思表示をする必要がないからである。そ

れゆえ、諾約者が第三者に債務を負うのは一方的意思表示である。たしか

に、この意思表示は契約に基づくものである。すなわち、この意思表示は契

約に由来し契約の所産である。しかし、論理的には両者は別個のものであ

り、一方的意思表示が第三者に権利と訴権を与えるのである。したがって、

この分析によれば、第三者の直接かつ即時の権利は、第三者が承諾する意思

表示をしていない、単純な一方的意思表示（simple　d6claration　unilat6rale）

によるものである。この意思表示により、諾約者は自己が債務を負担するこ

とを明確にし、また、この意思表示は、諾約者と要約者との間の契約にその

　　　　　　　　　ふ
存在理由を発見する」。

　この理論の第三者のためにする生命保険への適用について次のようにい

う。

　「生命保険契約は、第三者のためにする契約の理解しやすい適用例である。

したがって、第三者は、自己が関与していない要約者・諾約者間の契約から

権利を直接取得し、諾約者は、自らの一方的意思表示により第三者に対する

債務を負担する。この債務負担は、要約者・諾約者間の契約の結果である。

しかし、その債務負担をその契約自体に還元すべきではない。それは、真の

　　　　　　　　　　　　　　アヨラ
ー方的意思表示によるものである」。

　一方的債務負担行為理論に対する批判について、ヴォルムスは次のように
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反論する。

　①合意には原因（cause）が必要であるが（民法典1108条）、諾約者の第三

者に対する債務負担は、原因を欠訣するから無効であると批判する説があ

る。この批判説は、諾約者の債務負担には、第三者からの反対給付がなく、

また諾約者に贈与の意思もないから、原因を欠訣するというのである。この

批判に対し、ヴォルムスは、諾約者の第三者に対する債務負担の原因は、要

約者と諾約者との契約であると反論する。

　②ひとは、たとえ権利であっても同意なしにそれを取得することはできな

いと考えられるが、一方的債務負担行為理論によれば、第三者は諾約者に対

する権利を直接かつ即時に取得する。これを合理的ではないと批判する説に

対し、たしかに第三者は同意なしにそれを取得するが、それを取得しない意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アめ
思表示は可能であるから、この批判は当たらないと反論している。

　（イ）シャンポウの所説

　シャンポウは、第三者の権利取得の法的構成を次のように説明する。

　「たしかに、諾約者の債務負担（engagement）は、契約に基づくもので

ある。しかし、諾約者が契約によって債務を負担したという理解は、諾約者

と要約者との関係を説明する場合に限るものであり、諾約者がなぜ第三者に

対して債務を負担するのかを説明する場合には、契約によって債務を負担し

たという理解は無力であるように思われる。われわれは、諾約者の第三者に

対する債務負担を単純な一方的な債務負担（simple　promesse　unilat6ral）

であると主張しているわけではない。諾約者の第三者に対する債務負担は、

諾約者と要約者との間の約定に組み込まれ、かつその約定が第三者に対する

債務の効力の根拠となっている。そして、それが第三者の権利の真の基礎と

なっている。諾約者が意思表示をすることによって、2つの関係が生ずる。

すなわち、第1の関係は要約者と諾約者との関係であり、それは両者の意思

の合致により生ずる。第2の関係は諾約者と第三者との関係であり、この関

係は第1の関係から生ずると解することも可能である。このような理解は、

　　　　　　　　　　　　　　　　30



　　第三者のためにする契約における第三者の権利取得の根拠く1）
論説
　　一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

要約者は第三者の代理人であると解する場合に限り可能であるように思われ

る。しかし、われわれは第2の関係が第1の関係から生ずるとの解釈を受け

入れることはできない。われわれは、第2の関係（諾約者と第三者との関

係）は、諾約者の一方的な意思表示によるものであるとしか解することがで

きない。諾約者の意思表示に2個の行為が存在するわけではない。それは1

個の行為である。ただし、それを2つの側面から考察する必要がある。なぜ

なら、異なる二人に対して、密接に関係するがまoたく異なる効果が生じる

からである。たしかに、諾約者を第三者に結び付ける単独の意思表示は、契

約の一部を構成するものである。しかし、諾約者の意思表示が契約の一部で

あるからこそ、諾約者は、一方的な債務負担の一般的な場合と異なり、義務

として債務負担の意思表示をしなければならないのである。一方的な債務負

担という観念が一般に受け入れられない理由は、それが債務者の一方的な意

思表示にすぎないから、意思表示の日付、債務の内容および原因を特定する

ことが困難であるからである。しかし、諾約者の第三者に対する債務負損の

場合には、そのような問題は生じない。一方的な意思表示は、その者が他の

者と締結した契約の一部であるから、単独の意思表示の内容、日付およびそ

の原因はその契約によって特定することが可能であり、諾約者はその単独の

意思表示を撤回することができないからである。

　諾約者の行為は1個である。しかし、そうではあるが、2個の債務（engage－

ment）を負担すると解するのが正しい理解である思われる。それらの債務

は緊密に結びついているものであるが、それらを明確に区別して分析すべき

であり、また区別する必要がある。なぜなら、PrimusとSecundusとの約定

のみによって、第三者であるTertiusが訴権を取得することができると解す

る考えは、一般に受け入れられないからである。第三者の権利は、論理的に

は、諾約者の第三者に対する債務負担の意思、すなわち要約者との約定に組

み込まれた諾約者の意思によってのみ説明することが可能である。このよう

に説明することによって諾約者の意思を要約者との約定から分離しまた最終
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アうン
的には結び付いていると理解することができる」。

　（2）　ヴォルムス説とシャンポウ説の異同

　ヴォルムス説とシャンポウ説との相異点は、諾約者の第三者に対する債務

の発生形態にある。ヴォルムスは、第三者のためにする契約を2個の行為に

分解し、諾約者は、まず要約者との契約に基づき、第三者に対して債務を負

担する債務を負担し、次にこの債務に基づき、単独の意思により第三者に対

する債務を負担すると解している。したがって、2個の債務が順次発生する

と理解することができる。

　他方、シャンポウは、諾約者が行ったのは1個の行為であるが、それに

よって、要約者に対する債務と第三者に対する債務という2個の緊密に結び

ついているがLかし別個の債務が生ずると解している。したがって、2個の

債務は同時に発生すると理解することができる。2個の債務が発生すると解

する理由を、シャンポウは次のように説明する。一方的債務負担行為の理論

に対しては、債務発生時に債権者が欠訣または不特定であるから、その債務

は無効であるとの批判がある。そこで、諾約者は、第三者に封し一方的意思

表示により債務を負担し、同時に要約者との聞でもう1つの債務を負担する

と観念する。要約者は前者の債務の対価を給付しかつ前者の債務を同意す

る。そのように解釈すれば、諾約者が一方的意思表示により第三者に対し負

担した債務が債権者の欠訣により無効であるとの批判を回避することができ

　　　　　アお
るからである。

　（3）　要約者の撤回権の法的性質

　シャンポウは、「われわれの見解によれば、民法典1121条は単なる意思解

釈規定である」と述べている。したがって、契約当事者は第三者の権利を撤

回不能な権利と約定することが可能である。当事者の意思は契約の条項に明

示的に定められている事情からも推定することができる。例えば、要約者・

諾約者間の契約によって、第三者が諾約者に対して負担する債務を免除する

場合である。この場合には、第三者の債務は当然に消滅するので、要約者が
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撤回権を行使する余地はないからである。また、夫婦財産契約に第三者のた

めにする契約が組み込まれている場合のように、契約の性質により撤回権が

　　　　　　　　　　ちき
認められないことがある。央婦財産契約は、「婚姻挙行後においては、いか

なる変更も加えることを得ず」とする不変更の原則（principe　de　rimmu一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フめ
tabilit6）が適用されるからである（民法典1395条）。

　ヴォルムスは、要約者の撤回権の法的性質について、直接言及していな

いo

　（4）　第三者の承諾の法的性質

　シャンポウによれば、上述のように、民法典1121条は単なる意思解釈規定

であるから、当事者の合意により第三者の承諾の法的性質についても約定す

ることが可能だと思われる。

　ヴォルムスは、第三者は、諾約者に対する権利を直接かつ即時に取得する

から、諾約者との関係においては承諾の意思表示は不要であるが、「第E者

の承諾は、要約者との関係においてその権利を確定的なものとする。承諾

は、それ以後保険約款に定める条件の変更〔訳注：受取人の変更と解され

る〕を阻止することができる。この承諾は、要約者の死亡後も行うことがで

きる。要約者の死亡は、要約者が第三者に対して行った申込みを撤回不能と

し、それは、第三者にとって有益な効果を生ずる。要約者の相続入は、撤回

権を行使することができない。ただし、この点については異論がある。第三

者の承諾は、いつでもそれをすることが可能であり、その効果は第三者のた

めにする契約を締結した日まで遡る。承諾は、第三者の権利を保護し要約者

　　　　　　　　　　　　　　　アヨハ
の意思を尊重するためのものである」と理解する。

　（5）　一方的債務負担行為説の評価

　批判の矛先は、もっぱらヴォルムス説に向けられている。

　（ア）要約者・諾約者間の契約と諾約者の意思表示の分割

　サレイユは、一方的債務負担行為の支持者であるが、ヴォルムス説を次の

ように批判する。
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　Y私の学説は、単独意思による債務負担を純粋な形態と契約に基づく形態

とに区別しているので、批判を受けている。実際、受益者と諾約者との間に

は相互の意思がまったく欠如しているのであるから、諾約者が要約者との契

約に基づいて債務を負担したことは、さほど問題ではないといわれている。

（中略）この考えは、フランスの判例法がかつて採用していた申込説、また

は一方的債務負担行為の理論に一歩近づくように思われる。これらの説によ

れば、第三者のためにする契約は2つの行為に分割される。すなわち、諾約

者は要約者との契約に基づき受益者に対する債務を引き受ける。次に、諾約

者はこの債務を履行する。この履行は、諾約者が受益者に対して～方的に債

務を負担したことによると理解する。

　第三者のためにする契約を2つの行為に分割する考えは、事実に反するよ

うに、私には思われる。というのは、ドイツ法は単独意思による債務負担に

次第に抽象債務性を付与しようとしているが、それによれば、諾約者が受益

者に対して負担する債務は、当初の原因（cause　initiale）から切断され次第

に抽象債務性を帯びることになり、その結果、要約者と諾約者との間の契約

が無効または取消された場合でも、諾約者が受益者に対して負担する債務は

　　　　　　　　　　　　　　エ
存続することになるからである」。

　また、ランベールも次のように批判する。

　「一方的債務負担行為の理論は、特に第三者のためにする契約の説明とし

ては排斥する必要がある。この説は、申込説と同様に受取人の権利の真の性

質を根底から変性するものである。申込説は、契約によって契約当事者以外

の者にその効果が生ずることを隠蔽する説である。一方的債務負担行為の理

論は、同様に受取人の権利が契約に基づくものであることを隠蔽する。受取

人の権利は、その起源である契約に従属し、その契約に適用される解除また

　　　　　　　　　　　　　おい
は無効の適用を受けるのである」。

　サレイユが危慎する第三者の権利の抽象債務化の問題はひとまずおくとし

ても、諾約者は、要約者との契約に基づき第三者に対する債務を負担してい
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ると解される。例えば、保険契約者が保険料を未払いの場合には、保険者

は、保険金受取人が保険金の支払いを請求したときでも、これを拒絶するこ

とが可能であるが、これは、諾約者の債務が要約者との契約に基づく証拠で

　　　　　　おハ
あるからである。

　（イ）　要約者の地位

　一般に、権利を与えた者がその権利を撤回することが可能である。一方的

債務負担行為の理論によれば、第三者に権利を与えるのは諾約者である。し

かし、民法典1121条によれぱ、要約者が撤回権を行使することができる。諾

約者が、自己の有する撤回権を要約者に譲渡していると解することも可能で

　　　　　　　　　　　　　　　　おラ
あるが、それは技巧的すぎるであろう。

　｛ウ）　一方的債務負担行為の理論に対する批判

　一方的債務負担行為の理論自体に対して批判がなされている。債務者が単

独の意思により債務を負担する場合には、熟慮せずに一時の衝動で債務負担

の意思表示をするおそれがあるので、債務の履行が不確実なおそれがあるか

らである。また、債務者は相手方と交渉しないのであるから、債務の内容が

不明確な可能性があるからである。したがって、単独意思による債務負担

は、厳格な要式性の要件（例えば公証人の作成する公証人証書）を具備する

場合に限り容認すべきである。そして、フランスの学説は、一一geにこの理論

　　　　　　　　　　　　　　ぷき
を受け入れることに消極的である。

　（エ）ランベールの解釈

　ランベール説は、次節において詳細に検討する予定であるが、その中心的

理解をここで紹介しよう。彼の説は今日なお通説的地位を占めるものである

からである。ランベールは、次のようにいう。

　「受取人の権利は契約に基づくものである。それは、要約者と諾約者との

意思の合致により発生する。そして、受取人の権利は、それが存続する間、

その由来を表示する標章を保持し、由来からの影響を受け続ける。受取人の

権利は、決して、それを発生させた契約から解放されることはない。要約者
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と諾約者との契約がその権利の唯一の源泉であり、それを生み出す手段でも

ある。受取人に利益を与えたのは、諾約者の単独の意思でもなければ、要約

者の単独の意思でもない。第三者のためにする契約が、三者の関係を生み出

したのである。諾約者・第三者間の関係と第三者・要約者間の関係とは、切

り離すことはできない。一方的債務負担行為の理論の根本的な暇疵は、第三

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おラ
者のためにする契約の本質的で複雑な性質を等閑視したことにある」。

　　（6）サレイユの所説

　サレイユは、一方的債務負担行為の理論の有力な支持者であるが、この理

論を第三者のためにする契約へ適用することについては否定的である。彼

は、第三者のためにする契約は不特定の債権者に対する債務負担であると述

べている。

　（ア）第三者の権利取得の法的構成　サレイユは、第三者の権利取得の法

的構成を次のように述べている。

　「私見によれば、そこ〔第三者のためにする契約〕には『だまし絵（trompe－

roeil）』があるのみである。というのは、私は、単独意思による債務負担

（promesse　unilat6ral）と｛ま、ひとが誰とも合意せずに負担する債務、誰が

相手であろうと具体的な合意なしに引き受ける債務をいうと考えているから

である。つまり、単独意思による債務負担とは、誰とも合意せずに誰かに対

して負担する債務である。ところで、第三者のためにする契約では、諾約者

の債務は、誰かとの合意に基づく誰かに対する債務である。すなわち、この

場合には、要約者と諾約者との約定がある。諾約者の債務は、要約者に対し

て履行されるのでなく、第三者に対して履行されるのである。諾約者にとっ

て、履行の相手が誰であるかは重要なことではない。諾約者の債務はたしか

に契約に基づくものである。受益者のために生じた権利は、誰とも合意せず

に引き受けた債務から生じたものではない。それは、その受益者が契約当事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
者でない契約、言い換えれば他人の行為によって生じたものである」。

　「ひとは、自己の意思に基づいて不特定の債権者または将来の債権者のた
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めに債務を発生させることが可能である。一般的にいえば、一方的債務負担

とは、不特定の債権者に対し債務を負担することである。例えば、懸賞広告

がその1つである。ところで、不特定の債権者に対する債務負担は、債務者

の一方的意思によって発生させることができるのであるから、契約に基づい

てそれを発生させることも、もちろん可能である。第三者のためにする契約

は、この性質の債務を契約に基づいて発生させる現代的な手段である。

　第三者のためにする契約について、十分に分析した上でその詳細な解説が

長い間求められてきたが、上記の簡潔な説明がまさにそれである。（中略）

生命保険契約に関するすべての実務上の必要に適合するのは、上記の説明で

　　　　　　　おアき
あると信じている」。

　サレイユの説を要約すれば、次の通りである。第三者のためにする契約で

は、諾約者は、要約者との契約に基づく債務を第三者に履行するから、それ

は「だまし絵」のようだが、第三者の権利は、要約者・諾約者間の契約に基

づいて生ずるものであるから、彼の定義する単独意思による債務負担に該当

しない。そして、第三者のためにする契約は、要約者・諾約者間の契約に基

づく、不特定の債権者に対する諾約者の債務負担である。第三者のためにす

る生命保険契約は、その適例である。

　（イ）　要約者の撤回権の法的性質　サレイユは、撤回権の法的性質につい

て次のように述べている。

　「第三者が取得した権利は、第三者自身がなにも約定することなしに取得

したものである。それゆえ、契約当事者が第三者の権利を要約者の撤回可能

な権利とする旨の意思を有する場合には、第三者は、撤懸可能な権利とし

て、したがって受益の意思表示をすることを条件としてそれを取得したので

ある。第三者がすでに権利を取得しているという事実と〔要約者の〕撤回可

　　　　　　　　　　　　　　　おコ
能性とは両立することが可能である」。

　（ウ）　第三者の承諾の法的性質　承諾の法的性質については、次のように

述べている。
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　「保険金請求権は、保険金受取人が承諾することにより保険金受取人に帰

属する。〔保険金受取人の〕承諾は、すでに生じている保険金請求権の帰属

を保険金受取入に確定する条件である。しかし、保険金請求権の存続にとっ

て、保険金受取人の承諾は必要条件ではない。その承諾は遡及効をもたな

い。第三者が取得した権利が第三者にとって条件付きである以上、承諾はそ

の権利に作用する真の条件であると解することができる。そして、第三者が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
承諾したときは、要約者は、撤回権を行使することができない」。

　（エ）サレイユ説の評価　サレイユは、第三者のためにする契約は不特定

の債権者に対する債務負担であり、第三者のためにする生命保険契約はその

適例であると理解している。しかし、保険金受取人が特定可能な者でなけれ

ばならないことは、確立した判例準則である。破殿院民事部1873年12月15日

判決（DP．1874．1．113，　S．1874．1．199．）は、「民法典1121条によれば、確かに、

要約者は、当該契約の利益を第三者に与える権利を有する。Lかし、同条

は、その利益を特定されている第三者に与える場合に限り適用するものであ

　　　　　　　　　　　のハ
る」と判示するからである。保険金受取人は、保険契約の効力が生じたとき

は、即時に、保険金請求権を固有の権利として直接取得するから、保険金受

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
取人（第三者）の特定は、必須の要件である。サレイユ説は、判例法理に抵

触するから、これを支持することはできない。

（未完）

1）P．J．・リシャール（木村栄一・大谷孝一共訳）「フランス保険制度史』（明治生命100周

　年記念刊行会、1983）85頁、三好義之助『フランスの保険事業』（千倉書房、1996）67

　頁、拙稿「フランス法における保険金受取入の法理（1）」大東7巻2号（1998）6◎

　頁。

2）拙稿・前掲注（1）65－67頁、75頁。

3）これら3ヵ条の翻訳は、法務大臣官房司法法制調査部編『フランス民法典一物権・債
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　　　一一フランス民法典2016年改正前1121条を中心として一

　　権関係一』（法曹会、1982）63－64頁、74頁、および神戸大学外国法研究会編『現代

　　外国法典叢書⑯佛蘭西民法田財産取得法12）』（有斐閣、復刻版、1988）3045頁、lio

　　頁（田中周友執筆）を参照した。

4）沢木敬郎「第三者のためにする契約の法系別比較研究i比較法研究13号（1956）46
　　頁。Gaudement（E），　Th60rie　g6nerale　des　obligations，　r6impression　de　1’6dition

　　1937．1965，p．244．

5）Picard〈M）et　Bessofi（A）．　Traite　general　des　assurances　terrestres　en　droit

　　frangais，　t，　IV，1945，　n°171，　p．402、

6）法規的判決とは、大革命前の高等法院に認められていたもので、一般的効力を有する

　　判決をいう。すなわち、ある事件で下した判決の法原理を一般化し、これを一定の方

　　法によって公示する場合には、同類型の事件に関して法律たる効力が与えられた（野

　　田良之『フランス法概論上巻」（有斐閣、1954）413頁）。法規的判決は、民法典5条

　　によって禁止されている。民法典5条「裁判官がその受理した事件について一般的で

　　かつ法規制定的な方法で判決を言い渡すことは、これを禁ずる。」

7）Cr6pon（T．），note　sous　Civ．16　janvier　1888，　S．1888．1．121．また、　Gaudementは、こ

　　の判例法の展開は、社会生活が法の発達に影響を及ぼした最良の例であるという（su－
　　pra　note　4，　P．249．）。

8）　Ba且eydier　（L）et　Capitant（H．），L’assurance　sur　Ia　vie　au　profit　d’un　tiers　et　la　ju’

　　risprudence，　La　soci6t6　d’6tudes　169islatives　（publiξ｝par），　Livre　du　centenaire　du

　　code　civil　18◎4－1904，1］．1，1904，　P．530．

9）裁判例を分析の対象としない理由は、裁判所が第三者のためにする生命保険契約の法

　　的分析に関心をもっていないからである。特に破致院は、下級審裁判所が判示する法

　　的効果に適合する学説を結びつけることにより、帰納法的な解釈を行っている（Balley－
　　dier　et　Capitant，　ibid．，　p．529．）。

1◎）拙稿・前掲注（1）io4頁、131頁。学説は、民法典且21条に定める第三者のためにす

　　る契約の有効要件について、次のように解する。①民法典1119条は、無益な条項で、

　　ローマ法の死文化した規定を思い起こさせるにすぎないものであるから、この規定を

　　根拠として、第三者のためにする契約の有効性に異議を申し立てることはできない。

　　そして、いかなる公序も、第三者のためにする契約を禁止していない以上、契約自由

　　の原則からいって、それを適法に約定することは可能である。また、要約者にとって

　　の利益の存否についていうならば、それを探究する必要はない。人は、利益なしに契
　　約を締結することはないからである（Balleydier　et　Capitant．　supra　note　8，　p．　531．）。
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　　1956）　223頁）◎
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　　1821，n°59，　p．60，　Demolombe，　supra　note　3Z　n°23＆p．213．

40）民法典1375条「その事務を良好に管理された本人は、管理者が自己の名で締結した約

　　を履行し、管理者が引き受けたすべての個人的約務を補償し、管理者が支出したすべ

　　ての有益費または必要費をその者に償還しなければならない」（法務大臣官房司法法

　　制調査部編・前掲注（3）133頁）。小池隆一『準契約及事務管理の研究』（慶応義塾

　　大学法学研究会、1962）96頁、高木多喜男「フランスにおける処分行為と事務管理の

　　成立」谷口知平教授還暦『不当利得・事務管理の研究（3）』〈有斐閣、1972）436頁。

41）法務大臣官房司法法制調査部編・前掲注（3）279頁、および神戸大学外国法研究会

　　編『現代外国法典叢書（18）蘭西民法V財産取得法（4）』（有斐閣、復刻版、1988）

　　97頁（川上太郎執筆）を参照した。

42）Demoiombe．　supra　note　3Z　n°　24e．　pp．　218219．フランスでは、民法典1375条の要件

　　を具備するときは、事務管理者が約定した約諾は、直接本人に効果が生ずると解され

　　ている（高木・前掲注（40）434頁）。

43）法務大臣官房司法法制調査部編・前掲注（3）73頁、および神戸大学外国法研究会

　　編・前掲注（3）108頁（田中周友執筆）を参照した。
44戊　】）em◎lombe．　su［）ra　note　37，　fie　249，　pp、22（）－221、

45）　Pothier，　supra　note　39，　n°60，　p、61．

46）オーブリーとローは、ともにストラスブール大学教授で、両教授は、晩年、破穀院判

　　事に就任した。注（47＞で参照する、彼らの共著『フランス民法概論』は、当初ハイ

　　デルベルグ大学教授のザッハリエの著書の翻訳の彩式で出版されたが、その後両教授

　　の独自の著作に変わり、フランスにおける最も典型的な教科書として今日なお名声を
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